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大豆国産化プラン

産地名：福岡県宗像市

（作成主体：吉武西部機械利用組合）

別紙様式第１号別添



１．大豆生産の現状と課題及び課題解決に向けた取組方針

※ 麦・大豆生産における課題（湿害対策、適期播種、土づくり、連作障害対策等の必要性等）を具体的に記載すること。
※ 課題解決に向けて取り組む内容及び今後の生産拡大に向けた方針を具体的に記載すること。

〇現状
本組合の所在地である宗像市では、かねてより土地利用型農業が盛んな地域である。
また、大豆においては学校給食でのメニュー提供や、地元ＪＡ組合員によるテンペ商品の開発が行われており
地域に根差した農産物のひとつである。
また農業者の高齢化により、担い手への農地集積が進んでいる。

〇課題
担い手への農地集積により、１経営体あたりの耕作面積は拡大しているが、耕作者の老齢化、機械等の故障
も重なり、作業効率の低下により今後さらなる規模拡大が困難な状況である。そのため作業効率の向上を図り、
作付面積を拡大させていく必要がある。

〇課題解決に向けた取り組み方針
高精度高能率の大豆用コンバインを新たに導入することにより作業の効率化、軽労化を図り作付面積の拡大、
適期作業の逸失を抑制する。また適切な操作、設定をおこない穀粒損失の減少につなげ収穫量増加を図る。



２．産地と実需者との連携方針

【産地と実需者の連携】
吉武西部機械利用組合で生産した「ちくしB５号」はJAむなかたへ集荷し、JA全農ふくれんを通して（株）welzo、（株）森光商店、
JAむなかたへ販売。

【国産大豆取扱量】

品種 ちくしB5号 (産地取扱量) （実需者取扱量）
現状 Ｒ５年度２３．５ｔ 現状 R５年度 ２３．５ｔ
目標 Ｒ８年度２４．０ｔ 目標 Ｒ８年度 ２４．０ｔ

※ 産地と実需者については具体的な名称を記載すること。
※ 麦の実需者は、麦を原料とした加工品等の製造を業とする者（製粉会社、製パン会社、製麺会社等）とする。
※ 大豆の実需者は、大豆を原料とした加工品等の製造を業とする者、大豆の販売を業とする者及びこれらの者が組織する法人その他の団体とする。
なお、販売を業とする者を実需者とする場合は、その者が販売する先（最終実需者）について、代表的な者の名称を記載すること。

※ 産地と実需者それぞれの国産麦・大豆取扱量の現状とおおむねの目標値を記載すること。
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※ 産地と実需者との連携について、図等を用いて明示すること。
※ 取組の中心となる農業者等を必ず位置付けること。

３．大豆の国産化に向けた推進体制及び各関係者の役割

実需者

情報提供

営農指導

需要に応じた生産 　　全量販売

　情報提供

　申請支援

　栽培指導 販売に向けた情報交換

関係機関
・宗像市

・むなかた活性化機構

・福岡県北筑前普及指導センター

需要に応じた販売

情報交換

販売に向けた連携

情報交換
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（株）welzo

　　　　豆腐店に販売

（株）森光商店

　　　　加工して販売

JAむなかた　直販課

テンペ・味噌加工
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